












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10同上 不動院 牛田町 重要書類その他の疎開もしなかった。









































































































































































































































































































45 同上 熊平商店 革屋町 重要書類や帳票は、店内の大金庫に保管した。
同文学研究資料館紀要アーカイブズ研究編第1号（通巻第36号）
おわりに
本稿の課題についてこれまで述べてきたことを以下にまとめて結語に代えたい。
広島県庁は昭和20年(1945)6月末以降に県会県参事会事務担当の庶務課が引継いできた重要文書を
旧高田郡吉田町の高田地方事務所倉庫へ疎開させた。時期不詳だが、各部の重要文書を廿日市市地御前
の教員保養所、広島市内の安芸高等女学校及び広島県立盲学校へ疎開させた。それらの文書は戦後回収
され業務に利用されたことが聞き取りなどから窺われるが、今日まで引継がれた文書は、庶務課文書を
引継いだ財政課の議会関係文書（その大部分は「県議会文書｣）や、人事課が引継いだ「進退通知簿｣、
学務課が引継いだ明治中期以降の県内小学校・補習学校・中等学校の各職員履歴、水産課が引継いだ漁
業関係文書、治山課が引継いだ県営林関係文書、援護課が引継いだ「兵籍簿」「恩給台帳」などの援護
恩給関係文書等、少しまとまった量の文書と各課の僅少な文書である。被爆を免れた文書は少なくとも
昭和25年時点で約1600冊はあったと考えられるが、その文書量は疎開時の保存量に較べ極めて僅少であ
ると推測される。敗戦時の焼却、度重なる移転での廃棄、広島県庁庁舎新築移転時（昭和31年4月）及
びファイリングシステム導入時（昭和34年10月総第813号以降）に廃棄された可能性がある。
県議会文書は戦後の県議会史編さんのために「収集」された文書を多数含む文書群であるが、その中
核は戦時の疎開文書であり、県会県参事会事務を引継いだ各課（内務部第一課、県治課、地方課、庶務
課、内政課等）が業務上作成した文書である。文書群の中心的な性格は「県議会県参事会の事務担当課
が作成した文書群」である。
広島市内官公庁、事業所、寺社等においては、個別にあるいは組織的に重要書類の疎開がおこなわれ
た。広島市役所は戸籍簿と土地家屋台帳等を疎開させた。広島財務局及び広島税務署は昭和20年(1945)
6月から7月にかけて重要書類を旧安佐郡可部町（現広島市安佐北区可部町）へ、重要古文書を旧安芸
郡中野村（現広島市安芸区中野）へ疎開させた。後者は現在広島大学附属図書館所蔵の中国五県土地租
税資料6662冊として現在に至っている。広島控訴院は判決原本を庄原区裁判所（現庄原市）へ、訴訟記
録を高田郡白木町（現広島市安佐北区白木町）へ疎開させた。広島地方裁判所・広島区裁判所、広島地
方裁判所検事局・広島区裁判所検事局も同様に、登記関係書類や判決原本、刑事事件簿を庄原区裁判所
へ疎開させた。時期は昭和19年末頃である。広島市域の裁判所・司法機関の判決原本・刑事事件簿等の
重要書類は、組織的な対応で原爆被災を免れた。
事業所のうち、銀行の各支店は重要書類を金庫に格納して守り、随時帳簿や伝票の副本を作成して他
支店と相互保管していたところが多い。広島中央放送局は開局以来の番組表や放送用楽器、受信機、加
入原簿など重要書類・機器を広島市郊外各地に分散疎開させ、日常業務に必要な機器や書類を広島市内
中央流川の局舎中庭の防空壕に毎日夕方運び込み、周辺の土蔵にも同様の機器・書類を疎開させた。中
国新聞社は新聞用資材、写真用資材、図書、輪転機等を郊外へ疎開させている。寺社は本尊及び過去帳
を郊外に疎開させたところが多い。
被爆直後からいち早く、広島郵便局各局、広島貯金支局、各銀行広島支店等が業務再開を果たせたの
は、現用の重要文書を疎開させ、あるいは複製・副本をとり不測の事態に備えていたからであった。ま
た、判決原本や広島財務局広島税務署の中国五県土地・租税資料は、遠隔地や郊外への疎開により、歴
史資料として重要な文書を保存しようとする明確な意思によって守られたといえる。
文書・記録の疎開に関して予想外であったと思われるのは、原爆の未曾有の破壊力により近辺の防空
壕や土蔵及びコンクリート建築の地下室・地上階等において多くの文書が焼滅したことであろう。また、
これまで夜間の空襲を想定して、夕刻からの重要文書の疎開を行っていた機関（重要書類を貨車一両に
収納し、広島市郊外の古市橋駅に夜間のみ疎開していた広島鉄道局等の事例、表9参照）や夜間のみ郊
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原爆とアーカイブズ（数野）
外へ疎開していた人々にとっても予想外の被害であった。
たしかに、原爆によるアーカイプズ被害は大きかった。しかし、一方で昭和20年(1945)6月から7
月にかけて、疎開の気運が高まり3')、業務遂行のために、また歴史的資料を保存するために、組織の重
要な文書・記録を守る営みが存在したことも事実であり、むしろ、県庁等では原爆被災後に失われた文
書・記録も少なからずあったのである。
もしも記録疎開の記憶もその証跡となる資料も失われたとき、「原爆によるアーカイプズの壊滅」と
いう「現在に囚われた常識」のみが地域の記憶として伝えられていくことになる。
戦後、広島県では近代における県通達文書や県報の復元、県史編纂事業における中央両庁及び市町村
文書による県行政文書の補完・復元が取り組まれた。現在もその作業は当館で行われている。これまで、
明治9年(1876)12月の県庁焼失、及び昭和20年(1945)8月の原爆投下による行政文書焼失が事業執
行の理由であった。今後それに加えて、疎開で守られた文書を戦後十分に引継げなかった自らの「アー
カイプズ喪失」を理由に、組織の記録を復元する取組みを続けることになろう。
最後に、疎開により残された国の機関の文書に含まれる、戦前期広島県行政文書について触れておき
たい。先述した広島大学蔵「中国五県土地・租税資料」の中には、明治5年(1872)2月1日の広島県
による庶務課・聴訟課・租税課・出納課の設置（｢広島県布告帳｣）以来、明治29年(1896)に国税事務
を広島税務管理局に引継ぐ．（明治29年10月20日勅令337号税務管理局官制による）までの広島県の租税
事務に関する行政文書が含まれている。また、広島大学法学部保管の判決原本類及び広島地方裁判所・
広島高等裁判所等の所有する明治前期の司法資料の中には明治5年から8年にいたる広島県聴訟課作成
の裁判関係文書が含まれている。国税徴収機構や裁判機構が未整備の段階で県の機構の一部がそれらの
事務を行ったことを表す文書である。こうした文書の他、警察関連の戦前期広島県行政文書はいまだ調
査の途上にある。これらの文書は戦前期広島県行政文書の量的な把握には含めていないことをお断りし
ておきたい。
31)県内初の空襲が昭和19年(1944)ll月ll日である。同年ll月18日、内務省により広島市・呉市に対して消防
道路と防空空地設定を目的とした強制疎開の指定がなされ、広島市はそれ以降原爆投下までに六次の疎開を
実施する。そのうち第五次疎開（昭和20年6月28日前後から7月15日までの予定4000世帯)、第六次疎開
（同年7月23H前後から8月lO日までの予定、実際は8月3日から開始、"00世帯のうち2500件完了）時点
は強制疎開のピークである。その間6月29日には、県庁は空襲罹災時の庁舎移転計1曲iを発表した。また、呉
市の空襲（7月1～2日）があった後は広島の空襲も必至であるとの予測が市民にはなされていた。注5
「新編広島県警察史」及び広島県「広島県戦災史」昭和63年(1988)、「中匠l新聞」昭和20年6月28日、7月
23日付記事による。疎開の気運が高まる一方で、防空態勢維持のため防空要員の市内在住が強制的に図られ、
幼少の国民学校高等科生徒や中学一・二年の未動員学徒が第六次建物疎開へ強行勤貝された（｢県庁被災誌」
46．47頁及び「中国新聞」同年7月8日付記事)。同年6月、中国五県統括の中岡地方総監府が広島市に置
かれ、本土決戦の行政機構が整備されると、決戦下「一死以テ職二殉ズル」（大塚総監の県庁職員訓示）こ
とが求められ、県庁は、職員自身の当直により守ることがめざされた。空襲必至の予測下でも精神主義が横
溢しており、そのなかでの県庁文書の疎開だった。そのことが文書疎開を「妓低限」にした可能性はある
（｢県庁被災誌」34．35頁)。
(本稿は平成15年度国文学資料館史料館主催アーカイプズカレッジ修了論文を一部改訂したものである｡）
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